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・スワリカブランド創造事業では、成果報告
会への学生参加、学生カリキュラムへの組
み込みを行う。
・プラザの運営では、理科大の技術シーズ等
を企業へ紹介するとともに大学コーディネー
ターとの情報交換の機会を設ける。さらに訪
問していない業界企業を掘り起し、訪問を実
施する。

工業振興ビジョン

区
分

施策名称 進捗評価
総合評価

改革改善の具体的内容
主な取組内容や成果 課題

1
産学公等連携
事業の推進

おおむね順調

・スワリカブランド創造事業において
は、14社の参画によりLPWA技術に伴
う3件の特許出願がされ、地域課題解
決に取り組んだ。
・産業振興プラザの運営においては、
茅野IoT･AI研究会の立上げ等、従前
より一歩踏み込んだ企業支援ができ
た。

・スワリカブランド創造事業におい
ては、理科大生の参画や技術や知
見を理科大生に還元することがで
きていない。
・産業振興プラザの運営において
は、公立諏訪東京理科大学（担当
コーディネーター等）との連携によ
る企業とのマッチング推進が十分
に図られていない。

進捗
評価 おおむね順調 説明

国の推進交付金の活用により、拠点整備や産学公連携が進められた。茅野・産業振興プラザは
IoT分野への取り組みが始まり、企業の生産基盤強化は、労務環境改善等設備投資補助金の新
設により設備投資へのマインドは高まった。コワーキングスペースは創設初年度であったが、イベ
ント開催による認知度向上や立地条件等により利用者は堅調に推移した。

今後の重点化
施策番号 4

関連市民団体等名称

茅野市産業振興ビジョン推進委員会

開催回数

参加延べ人数

説明
知的対流拠点としてのコワーキングスペースの機能を高めることで、多様性のある企業や人材を
集め、産業の新陳代謝や連携を推進する。併せ既存企業の競争力や経営安定を図る観点から
新技術や知財取得等の支援を行う。

・企業立地相談や空き工場の
問い合わせがあるものの、物
件不足等により企業誘致に結
びつかない状況にある。
・工業団地は、造成から30年を
超え、調整池や緑地の樹木管
理等、管理コストが嵩む傾向
にある。

・企業の設備投資マインドを後方支援
するタイムリーな制度設計を心がけて
いく。
・災害により企業活動が支障を来さな
いように工業団地内の計画的な整備
を森林税事業や中部電力などと連携し
進める。

3
企業の育成と
人材育成

順調

・労働生産性を高める人材育成
への支援は概ね目標どおりでき
た。
・受注販路拡大を支援する工業
展への支援は、新規契約件数が
目標を上回り、企業の受注に繋
がった。
・ものづくりネット茅野のアクセス
が増加し企業PRに繋がった。

・人手不足に悩む中小企業に
とって、人材育成に取り組む余
裕がない状況にある。
・工業展へ出展する新規企業
が少なく、出展しやすい環境づ
くりが求められている。

・企業の人材育成や技術継承は、長期
的な視野が必要であり、工業展への出
展補助など、市の支援制度の継続は
必要である。
・制度の質や利用を高めるため、企業
へのヒアリングを実施し、よりよい制度
設計を検討する。

関連市民団体等名称

工業振興協議会

開催回数

主な意見 市の考えや対応など

・新技術・新製品開発支援事業補助金は見直しが必要で
ある。
・製造業労務環境改善等設備投資促進補助金は有効な
制度である。
・人材確保のための施策は必要である。

・人手不足と技術革新に伴う競争の激化が課題。
・米中摩擦など外交や地勢的なリスクへの対応に各社苦
慮している。

・新技術・新製品開発支援事業補助金は知財取得や産業
連携事業にも範囲を拡げ検討。
・製造業労働力緊急確保支援事業やインターンシップ等促
進事業補助金の活用状況を注視し制度改正を行う。

・新技術・新製品開発支援事業補助金は知財取得や産業
連携事業にも範囲を拡げ検討。
・製造業労働力緊急確保支援事業やインターンシップ等促
進事業補助金の活用状況を注視し制度改正を行う。

・企業戦略を支えるうえで、研究開発を
動機付ける制度設計は必要である。利
用しやすい制度設計を検討する。
・テナントスペースの入居率を高水準
に維持し続けるため、魅力あるイベント
等を開催し、訴求力を持った施設とし
ていく。

・工業系の補助制度の説明会の
開催や周知を実施し、6件の相談
があり、交付事業者数は4件で
あった。
・コワーキングスペースは開設当
初からオフィス、ブースは満室状
態を維持している。様々な職種や
多様な人材が集まり、活気を生
み出している。

・開発や設備投資が景気に
よって左右される中で、新製
品・新技術への開発投資を継
続的に支援する制度の維持は
必要である。
・推進交付金がなくなる2020年
度の運営について財源確保策
を指定管理者と共に研究す
る。

4
新分野・独自
技術製品開発
等への支援

おおむね順調

2
企業の生産基
盤強化と立地
支援

順調

・30年度新設の労務環境改善等
設備投資補助金は申請件数が1
３件あり、企業の設備投資へのマ
インドを高めた。
・丸山工業団地の2区画の土地
売買が完了し、工業団地の維持
管理は計画的に行えた。

5

参加延べ人数

1

11

1

14


